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l . は じ め に

l997年以来ブレア政権は，生涯学習社会構築に積極的に取り組んでいる。
そして生涯学習政策の鍵となっているのは「パートナーシップ°」である。前
保守党政権時代にも継続教育財政審議会(FurtherEducationFunding
Council,FEFC)や高等教育財政審議会(HigherEducationFundingCouncil,
HEFCE)が設立され，役割分担と責任所在を明確にする動きはあった。だが
ブレア政権の特徴は,地域レベルにまでパートナーシップを浸透させようと
している点にある。本稿はまず，前保守党政権により展開された新自由主義と
生涯学習政策の関係を振り返りながら，ブレア政権の目指すパートナーシ､ソフ°
の構築と役割について述べる。

ｑ

２．新自由主義から「第三の道」へ

(l )新自由主義と生涯学習
新自由主義はイギリスではl980年代にサッチャー政権によって基盤が造
られ，以降その原理に基づき各改革が実施されてきた。新自由主義では国家
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による「教育」の提供ではなく，自己責任に基づく「学習」の推進が重要とな
る。コリン．グリフィンが指摘するように，生涯「学習」の重視は，国家政策
立案からの国家の「撤退」を意味する｡(')国家の統制手段はポール・ホゲット
の言う「リモート．コントロール｣(2)又はスティーブン・ポールの言葉では
「遠距離操作」(3)となる。つまり国家は，個人の自律を促し，個人にできる
だけ多くの選択肢を提供するという役割を担う。福祉国家が社会民主主義下
で資金調達を惜しまなかった教育政策の時代とは異なる。
従って「教育」から「学習」への置換えは，国家の役割の移行という側面
が大きい｡(4)自由市場経済の及ぼす影響は経済に留まらず,社会全体に及ぶ，
言わば「社会革命」なのである｡(5)その重要な要素の一つが生涯学習なので
ある。なぜなら生涯学習は，個人の責任に基づく個人の自発的活動であり，
従来の国家が提供する教育とは全く異なる試みだからである。
1997年に発足したブレア政権は，前保守党政権の新自由主義に基づく改革路

線を基本的には引き継いだ。例えば声明文を見ると，「我々は雇用維持のため新
技能を習得し続けねばならない。生涯を通して学習しなければならない」(6)と
宣言されている。
しかし，ブレア政権の政治理念「第三の道」は急速に方向転換し，独自路

線を進み始める。

（２）「第三の道」と生涯学習
ブレア政権のパートナーシップ°を基盤にした生涯学習政策は，政治理念「第
三の道」の重要な一要素であると言える。アンソニー・ギデンズによると「第
三の道」の特徴は「ラディカルな中道，新しい民主主義的構造，活動的な市民
社会，新しい混合経済，包含(inClUSiOn)(７)としての平等，積極的な福祉，
社会投資国家，多民族国家，多民族民主主義」である。グローバライゼーショ
ンによる変化に適応するために，「第三の道」は「国家，市民社会，福祉の-
貫した再構築」を実現する最適な道なのである。更に「第三の道」は「旧左
派の平等主義と新右派の不平等の容認を，包含という概念によって代替する」
とする｡(8)「社会的包含(SOCialinClUSiOn)｣(9)がブレア政権の政治理念を
支える根本的概念なのである。
従って，アン・ホジソンとケン●スポースが指摘するように，「第三の道」
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と，社会的包含を優先課題とする「生涯学習」とは手に手を取る関係である
と言える。生涯学習政策は，教育，技能訓練，雇用そして社会的包含を提供
するための重要な手段なのである｡('0）
「第三の道」は三者の責任配分，つまりパートナーシップ°によって初めて

「社会投資国家」が機能すると強調する。三者とは政府，雇用者を中心と
するパートナー，そして個人である。まず政府の責任は，人々に学習機会の
枠組みを提供することと，その機会を何らかの障害によって活かすことので
きない人々のためにその障害を取り除くことであるとする。多額の資金を割
り当てれば良いということではなく，どこに公費を費やすかというターゲッ
トを的確に定めることである。前保守党政権と異なり，ブレア政権は政府の
関与の必要性を認めているのである。二番目のパートナーは雇用者を中心と
するパートナーで，政府，地方，市町村レベルでの産業界のニーズに応える
ため，雇用者間，そして政府との協力体制が重要だとする。そして各個人に
も責任がある。自ら積極的に学習活動に取り組み，適した学習内容・形態を
選択し，学習成果を上げることが個人に課された責任である。政府は補佐的
役割，雇用者・個人が主導的役割，という位置付けが強調される｡('1）
このように，ブレア政権は，政府がリーダーシップを取りながらも，社会

全体の参画を強調した共同体制としてのパートナーシップを築いてきた｡『学
習の時代』で生涯学習は「政府の福祉改革計画の中心」('2）と宣言しているよ
うに，自己責任，受益者負担，競争原理等，新自由主義の要素を残しつつも
社会的包含を重要課題として社会の結合力(cohesion)を高めることを目的
としてきた。排除される者をなくすことが，延いては社会と経済の発展に繋
がると論じてきた。理念上は新自由主義との違いは明確である。
それでは実際にブレア政権がどのようにパートナーシップ。構築を展開して
きたか，その概略を記述する。

３．ブレア政権のパートナーシップ°

(l)パートナーシップ°の必要性
政権発足直後のl998年，ブレア政権は緑書『学習の時代(TheLearning
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Age)』を刊行した。この緑書が以降のブレア政権の生涯学習政策の基盤とな
っている。緑書は個人，雇用者，政府全てが「生涯学習」という先行投資に
貢献すべきだと主張する。なぜならその結果，全ての人々が利益を得るから
である。知識・技能の習得は個人を雇用・高収入へと導き，企業は生産性が
上がり業績アップ°を実現し，それが国家の経済成長につながる。経済的利益
だけではない。学習は老若問わず人々の創造性を高め活力の基となり，帰属
意識，アイデンティティーを育てる。「学びの文化(learningculture)」が
統合された社会，公平な社会を築く。そしてそのためには社会全体の参画そ
して共同作業が必須だと論じる。まず政府の役割は，目標設定とその達成に
関し責任の所在と重点を明確にし，国民をリードすることになる。同時に国
民全てがそれぞれの役割を担うと強調する。例えば地方教育当局(local
educationauthority)は，学習機会を提供し，コーディネートし，サポート
する中心的役割を果たすべきだとする。そして地域レベルのパートナーシッ
プ・が非常に重要だと強調する｡('3）
緑書刊行の翌年，義務教育後教育(post-compulsoryeducation)制度に関
する白書『成功するための学習(LearningtoSucceed)』が刊行された。そ
こでは｢共同作業が成功への鍵」と明記されている。新体制の鍵となるのは，
「学びの文化を実現するための政府，個人，雇用者，学習機会提供団体，地
域社会間の責任配分」であるとする。それぞれのパートナーが，学習への参
加，学習の推進がそう簡単ではないことを認識しながら，共通の目標を目指
していることを自覚しなければならないと説<｡('4)
では具体的にどのようなパートナーシップが築かれているのか，主な試み
を取り上げることにする。

（２）交差アプローチ
ブレア政権は公益事業の核となる戦略を連携思考(joined-upthinking)に

基付く交差アプローチ(cross-cuttingapproach)であるとしている。交差ア
プローチとは政府によると「各省庁間協同による政策やサービス」を指す｡(15）
政府の能力を強化し，より迅速な政策の実践のため，省庁間を越えて機能す
る首相直轄のユニットが官邸内に設置された。例えば社会排除ユニット
(SocialExcluSionUnit)は，地域再建と社会的包含を推進するユニットで
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ある。2001年に刊行された活動計画では「経済再生，より安全な地域コミュ
ニティー，そして高品質な公的サービスに向けての真の変革を宵す」と宣言
している。(16）

（３）社会全体がパートナー
政府内の交差アプローチと並んでブレア政権が強くアピールしてきたのは，
社会全体が「利害関係集団(stakeholders)｣(17)であるという考え方である。
まず『学習の時代』で提言された通り，企業家，学識者，実務家で構成され
る諮問委員会が組織された。その中でも代表的なものは，高い雇用率を維持
し，グローバル経済における競争力を高め，全ての人に機会を提供すること
を目標として組織された全国技能対策委員会(NationalSkillsTaskForce,
NSTF)であった｡(18）
『成功するための学習』では，それまで断片的であった義務教育後セクター
(post-compulsorysector)を統合するために，特殊法人として学習・技能審
議会(LearningandSkillsCouncil,LSC)の設立を発議した。LSCはクオ
リティーの高い学習機会を提供することで，若者と成人の教育と技能訓練の
参加率と達成率を引き上げることを使命とし，義務教育後セクターの戦略的
開発，企画，財政，経営，品質管理を担当する。ただし高等教育セクターは
LSCの管轄外となっている。LSCの役員会は雇用者，労働組合，教育機関，地
域団体の代表者で構成される。LSCは中央審議会と47の地方審議会(Local
LearningandSkillsCouncils,LLSC)から成り立ち，各地域のニーズに合
った独自の学習機会を提供しつつも，国レベルで整備統合された制度を目指
す｡('9）教育技能省(DepartmentforEducationandSkills,DfES)は,LSC
は今日の経済と社会が効果的に機能するのに貢献できるとしている。特に，
義務教育終了後の若者が少なくとも19歳迄は学習活動を続けること,成人が
雇用レベル維持のために能力アップし続けること，非学習者が少なくとも基
礎技能を身に付けることを強調している｡(20）
義務教育後セクターを支援する機関がもう一つある。学習・技能開発機関
(LearningandSkillsDevelopmentAgency,LSDA)である。特に継続教育
セクターと連携しながら教員養成，会議開催，研究開発等に従事する｡(2'）
地方レベルでは,全国八つの地方開発機関(RegionaIDevelopmentAgency,
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RDA)が機能している。地方毎の経済の特色を活かしながら，その地方内の均
衡のとれた経済発展のために，求められる技能の開発を実施することを目的
とする｡(22）更に2002年には雇用主主導の非政府法人，部門別技能開発機関
(SectorSkillsDevelopmentAgency,SSDA)と従属するネットワーク，部
門別技能審議会(SectorSkillsCouncil,SSC)が各地方に設立された。そ
れぞれのセクターで必要とされる能力とその開発に関する意思決定に企業が
大きく関わるしくみができた。各RDAと各SSC,そして47のLLSCのしくみ
は，地方・地域レベルで連携しながら，トップダウンではない地域に根ざし
た生涯学習システムを目標としている。
「教育と技能訓練の水準の監視者｣は,資格･カリキュラム局(Qualifications

andCurriculumAuthority,QCA)である｡(23)実際の監査は,教育水準局(Office
forStandardsinEducation,0fSTED)が小・中学校とl6歳からl9歳の教
育機関を，成人学習監査局(AdultLearninglnspectorate,ALI)がl6歳以
上の職業技能訓練と19歳以上の学習全般を担当している｡ただし高等教育機
関に関しては別扱いで，高等教育財政審議会と高等教育審査機関(Quality
AssuranceAgency,QAA)(24)の所管となる。QCAはDfES,0fSTED,ALI,LSC,
SSDA,教員養成機関等との協力体制において，カリキュラム開発と能力水準
アップに従事する｡(25）協力体制とはつまり機関間の意見.情報交換を頻繁に
行い，合意に達し，改善につなげるということである。各機関は政府からは
独立した機関であり，例えば0fSTEDの監査結果にDfESが修正を加えるとい
ったようなことはあり得ないとされている｡(26）
パートナーシップの強調は,上述のような機関の増設･整備だけではなく，

実施されている生涯学習プログラムにも見られる。ブレア政権は多種多様な
う．ログラムを次々に実施してきたが，その多くが雇用者，教育機関，慈善事
業団体，非政府団体等，社会のあらゆる構成員が関わって運営されている。
まず産業界における生涯学習プログラムは，主に民間企業と政府との連携
を強化しながら実施されている。前政権から引き継ぎ，ブレア政権は「人々
への投資家(InvestorSinPeople,liP)」を推進している。liPの目的は，
民間・公的部門共に組織内の人的開発についての全国水準を設け，そしてそ
の水準を達成することであり,liPUKという独立企業が運営している。水準
はl990年代を通してNSTF,英国産業同盟(ConfederationofBrit ish
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Industry,CBI),労働組合評議会(TradesUnionCongress,TUC),人事開発
研究所(InstituteofPersonnelandDevelopment)そして各企業による調
査．審議に基づき設定された｡(27）
「産業大学(Universityforlndustry,Ufi)」は政府，民間・公的セクター

の共同運営によるl6歳以上を対象とした教育・訓練機関である。義務教育後
セクターの個人の雇用力，組織の生産性・競争力を高めるのが狙いである。
約８割の学習う．ログラムが，「ラーンダイレクト(learndirect)」というオン
ライン・サービスを通じて提供されている。ラーンダイレクトは職場・自宅
でのオンライン学習を可能にする。在職者，求職者或いは定年退職者を問わ
ず，あらゆるレベルの多様な学習機会を提供している｡(28）
地域コミュニティー開発を目的としたプログラムでも，パートナーシップ°
が前提となっている。最も大掛かりなものは，「学習パートナーシップ．
(LearningPartnerships)」であり，地域コミュニティーにおける学習活動
を活発化し，社会的包含へと導くため，あらゆるパートナーを統合すること
を目的とする。学習パートナーシップ．は，地方教育当局,SSC,教育機関，地
域団体等lOlのパートナーから成るネットワークで,LLSCをサポートする体
制を作っている。地域の労働市場のニーズに関する情報をLLSCに提供し，義
務教育後セクターの一貫性と整合性を高める役割を担っている｡(29）
更に，特に読書きに問題のある成人を対象とした「成人と地域コミュニテ
ィーのための学習基金(AdultandCommunityLearningFund)」が，全国成
人･継続教育研究所(NationallnstituteofAdultandContinuingEducation,
NIACE)と基礎技能機関(BasicSkillsAgency)との共同経営で実施されて
いる。基礎技能の水準向上に努めるとともに，学習参加を拡大するためのプ
ログラムである。(30）
各市町村を結ぶネットワークにより，生涯学習活動に関する情報交換を可能
にするう°ログラム「学習都市ネットワーク(LearningCityNetwork)」もある。
このネットワークは「学習市町村(LearningTownsandCities)」で構成され，
市町村の事例や情報を交換することにより各市町村の再建・発展のための生涯
学習の有効活用を推進するう°ログラムである｡地域コミュニティーのあらゆる
セクターを含む地域レベルでのパートナーシップ°の構築と，地域住民と雇用
主の生涯学習活動への参加を促すのが狙いである。NIACEがサポート的な役
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割を果たしている｡(3'）
学習者のサポート体制も，パートナーシップ・により強化されている。「コネ
クション(Connexions)」というオンライン・サポート・サービスは，各省庁
の合同運営である。l3～l9歳を対象に，学生から社会人へのスムーズな移行
を支援することを目的とする。相談員が電話，又はインターネットで青少年
のカウンセリング，社会福祉事業に関する情報を提供するしくみである｡(32）
教員・教育機関を支援するインターネット・サービスもある。「全国学習網
(NationalGridforLearning)」は，インターネット上で学習資源を提供す
るサービスである。英国教育通信技術機関(Br i t i shEducat ionand
CommunicationAgency)によって設立され運営されている｡(33）
以上，ブレア政権のパートナーシップ°の概要を見てきた。政府内の交差ア
ブ．ローチによる各省庁間の連携，特殊法人の増設による役割分担，プログ
ラムの共同開発・運営と，大掛かりなパートナーシップが社会の多様なレベ
ルで築かれていることが伺える。その種類と数が語るように，社会全体を巻
き込もうという徹底した戦略である。生涯学習社会を築くための責任共有と
全員参加の重要性が論じられ，国民一人一人の自覚と投資という発想が必要
だと説く。この役割分担という発想はブレア政権に新しいものではなく，前
保守党政権時代から論じられてきた。しかしブレア政権は単にパートナーシ
ップを役割分担とは解釈せず，社会的包含を実現するための手段として全面
に押し出しているところに特徴がある。そしてこの戦略はブレア政権の政治
理念の柱となっている。
しかしながら実際には，「第三の道」の重要な役割を果たすとされる生涯学

習は，経済対策という側面が大きいのである。

４．ターケットヘの固執

現ブレア政権の公費配分のしくみは，パトリック・アインリーの言葉を借
りると，各省と大蔵省(Treasury)との個別「契約」ということになる｡(34）
2000年に開始された，公益事業取決(PublicServiceAgreement,PSA)は，
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各省が予算内で達成することを前提とする具体的な達成目標である。PSAは
政府が各省の進捗をモーターするために，そして議会と国民が各省の業績評
価をできるようにするために設定されている。大蔵省がPSAの評価を出費総
覧(SpendingReview)にて行う。(35）
2003年から2006年にDfESに対して設定されているPSAターゲットのうち，
例えば義務教育後セクターに対しては次の三つが定められている。l)2004年
までに１６～22歳人口の２８%が｢現代的徒弟制度(ModernApprenticeship)｣(36)
を開始する。２)2007年迄に1500万人の成人の基礎技能を｢生活技能(Skills
forLife)」というプログラムを通して改善する(2004年迄に７５万人)。
３)2010年迄に成人労働力の４０%が,少なくとも全国職業技能資格(National
VocationalQualification,NVQ)(37)レベル２,又は同等資格を持つように
引き上げる(2006年迄に100万人)｡(38)これらのターゲットは，技能と資
格がいかに重視されているかを示している。なぜなら技能と資格こそが雇用
を導き，労働市場を潤すからである。DfESはこれらのターゲ､ソトを達成せね
ばならない。
このように徹底した数値目標制度であるため，各省の各政策は数字を達成

するためのものとなる。DfESも例外ではない。従って社会的包含を主張しな
がらも，その根底にある目的は，労働力の生産，つまり経済活動への包含な
のである。政府は，グローバライゼーションの進む知識経済そして情報社会
では,生涯学習が全ての人々にとって必要だということを繰り返す。しかし，
PSAターゲットを達成するために限られた公的資金を何処に割り当てるかと
なると「非学習者｣，「無資格者」対象となり，そしてその多くが労働者階級
というのが実態である。
現行の生涯学習政策に対する批判は時として痛烈である。ピーター・ジャー
ビスは「生涯学習」というよりは「生涯就職」政策だと批判する｡(39）アイン
リーは率直に，「第三の道｣は生涯学習政策を頼った｢社会統制｣だと論じる。
「新契約国家」と「完全雇用」という目標を達成するため，「第三の道」は「半
民営化された国家と公的補助を受ける民間部門の混合経済」により，生涯学
習，つまり「生涯技能訓練」を実現しようとする。従って生涯学習社会にお
いては無職の者は「学習」に従事し「失業者」は不在となる｡(40）「学習」と
「職」が単純化された因果関係で結ばれ，雇用対策．失業対策としての生涯
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学習政策が重視されているのである｡(4'）ブレア政権は，ビンス・ミルズによ
れば，前政権と変わりなく新自由主義を保持しており，社会的包含，社会結
合は「新労働党のひねり」だとする｡(42）
このように見てくると，政府の生涯学習政策は，「非学習者｣，「無資格者」

を見つけ，学習に従事させ，願わくば労働市場に送り込むことを狙っている
と結論付けることができる。この目的を達成するために，「非学習者｣，「無資
格者」を効率良く見出す手段として，ブレア政権は，国・地方・地域レベル
に大規模なパートナーシップを網羅しているのである。

５．おわりに

本稿は，ブレア政権の生涯学習政策の要となるパートナーシップ°を取り上
げ，その実施状況，その背景にある政治理念，そして公費配分との関係を論
じてきた。ブレア政権の「社会的包含」はレトリックではない。労働者階級
を中心に社会から排除されがちな人々と，荒廃した地域コミュニティーを救
うことが政府の任務であると政府は強調する。「社会的包含」のためのパート
ナーシップも又，レトリックではない。政府内の連携思考を実現する交差ア
プローチ，非政府団体との合同意志決定体制，又は非政府・民間団体への責
任移管，セクターを越えて運営される生涯学習関連プログラムは，縦横のネッ
トワークの発展を示す。
しかし,PSAターゲットに表れる数字の重視は，技能のレベルや資格の有

無だけで社会的包含が実現しているかどうかを単純に「測定」してしまう。
数値目標制度である限り，社会的包含の根本的な要素である地域社会のまと
まり，信頼関係の形成等，測定が困難な目標は必然的に避けざるをえない。
増して『学習の時代』が訴えた社会全体のパートナーシップ°による「学びの
文化」など，余りにも暖昧で広義に解釈でき，現在の公費配分制度と相容れ
ないように思われる。
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